Ⅰ、差し止めと損害賠償
　１、不法行為の救済手段
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民法における救済手段　⇒　金銭賠償の原則

　　　　　　　　　　　　　　　　損害賠償は金銭によって支払うのが原則である。

　（当事者の合意によって原状回復を求めることは可能）　
　２、差止めが認められる権利
　・　所有権に代表される物権的権利

　　　　∵　物権の性質である排他性から当然に認められる

· 人格権

　　　∵　非侵害利益が重大であるから

　　　　　一度侵害されると回復が困難だから　　　　　

· 公害訴訟における差止め
　　　（不法行為の効果として認める例は少ない）

　　⇒それ以外の権利の不法行為の効果として差止めは認められない
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３、外国法との比較
　　①外国法における差止請求と損害賠償請求

a)　ドイツ

　　妨害除去請求権および停止請求権（BGB1004条）

　　　⇒占有の侵奪・抑留以外の方法による所有権侵害に対して与えられる救済手段

　　　　所有権の消極的効果の貫徹するための制度

　　　　　　↓しかし…

所有権だけでなく絶対的、一般的人格権、
不法行為上保護される法益一般にまで拡張されている！！
b) フランス
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ｃ）　アメリカ法

損害賠償…不法行為に対するコモン・ロー上の救済
差止命令…財産権、又は保護に値する利益の侵害に対するエクイティ上の救済
コモン・ロー上の救済とエクイティ上の救済は、権利・利益の侵害に対して、並列して存在する！！
エクイティ上の救済は、コモン・ロー上の救済では不十分であるときに認められる。
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②外国法における知的財産権の救済方法

ａ）ドイツ
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　⇒著作権法に停止請求および除去請求に関する明文規定がおかれている
　　　　　　↑BGB1004条の類推適用を明文化したもの
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　間接侵害に対する民事上の救済について

　　著作権侵害について責任を負うのは、権利侵害を自ら行うものか、又はこれに関与する者でその行為と権利侵害との間に相当因果関係が存在する場合と解されている。

　　　←これが認められるためには、適用範囲の過度の拡大を防ぐために、一定の義務違反の存在が前提となる。

ｂ）フランス
　フランス著作権法には民事上の制裁を受ける行為について規定されていない
　　←刑事上の制裁を受ける行為は規定されており、それと明確に区別されていないが、付帯私訴の制度の存在から、刑事上制裁を受ける行為は民事上の制裁も受けると考えられる。

　　　　⇒著作権の性質上当然差止が可能（物権的請求）
　　さらに、知的財産権侵害に対しては、差押えが可能

　　　　⇒製造中止・複製物、その収益の差押え等

　間接侵害に対する民事上の救済について

　　明文の規定はないが、関節侵害者に対する著作権法の適用を排除する趣旨ではない

　　　←著作権法111－1条「排他的ですべての者に対抗しうる」

　

ｃ）アメリカ

著作権侵害の概念については、著作権法上には規定されていない。

判例法上、３つの類型が規定されている。
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4、排他権としての知的財産法と差止め（日本）
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[image: image1]知的財産権の対象＝情報
[image: image13.wmf]　　　　　　　　　　↪目に見えない権利

· 物権とは異なり、占有を観念できない

· 誰もが自由に利用できる

　　　　　⇓

知的財産権を排他権として構成し、差止めを認める。
　⇓しかし

物権とは違い占有を観念できないため、差止めを認めると第三者への影響が大きい
　差止は民法上例外的な救済手段であり、相応の許容性が求められる
　∴差し止めの範囲を明確化することでその許容性が認められる
権利範囲の明確化が差止めの前提になっている！！　　
ゆえに…
　間接侵害者への差止めは一般的に否定
　　　　　　　∵著作権法上規定された行為の明確化の必要性

　　　　　　その行為に該当しない行為は著作権法上は著作権侵害とは認められない

⇒差止めはできない。

Ⅱ、特許法における間接侵害規定
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[image: image12]☆間接侵害の規定と共同不法行為の規定との関係は？？

前提：間接侵害の適用には直接侵害が必要？？

　従属説　直接侵害が必要

　　修正⇒現に直接侵害は必要ではない。直接侵害が起こる蓋然性が高いことが必要とする（直接実施従属説）

独立説　直接侵害がなくてもよい

　　修正⇒侵害発生の危険性がまったくなければ侵害に該当しないとする
　∴間接侵害の適用には直接侵害は必要ないように思われる。
　　　→直接侵害の有無を重視せず、特許権利者が独占を保持すること重視

　共同不法行為　直接侵害を前提にする

　　　　　　　　　　　　　　→間接侵害とは一線を画する

間接侵害の規定は共同不法行為の適用を排除しない

　⇒間接侵害の規定は差し止めの認めるべき類型を列挙したもの

※それ以外の類型での差し止めは認めていない！！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

民法722条


第417条の規定は、不法行為による損害賠償について準用する。


民法417条


損害賠償は、別段の意思表示がないときは、金銭をもってその額を定める。





POINT


差止めは例外的に認められるものである！！


原則は金銭による損害賠償！！





損害回復の方法





現物賠償


（侵害行為の禁止、侵害物の除去、同等の財産の提供など）








等価賠償（損害賠償）


現物賠償が機能しない場合に用いる





POINT


外国では損害回復の方法として


損害賠償とともに差止めも規定している！！





特許法　（侵害とみなす行為）　　　　　　　　


第101条　次に掲げる行為は、当該特許権又は専用実施権を侵害するものとみなす。


1．１、特許が物の発明についてされている場合において、業として、その物の生産にのみ用いる物の生産、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為


2．２、特許が物の発明についてされている場合において、その物の生産に用いる物（日本国内において広く一般に流通しているものを除く。）であつてその発明による課題の解決に不可欠なものにつき、その発明が特許発明であること及びその物がその発明の実施に用いられることを知りながら、業として、その生産、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為


3．３、特許が方法の発明についてされている場合において、業として、その方法の使用にのみ用いる物の生産、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為


4．４、特許が方法の発明についてされている場合において、その方法の使用に用いる物（日本国内において広く一般に流通しているものを除く。）であつてその発明による課題の解決に不可欠なものにつき、その発明が特許発明であること及びその物がその発明の実施に用いられることを知りながら、業として、その生産、譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする行為





民法　（共同不法行為者の責任）


第719条　数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたときは、各自が連帯してその損害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちいずれの者がその損害を加えたかを知ることができないときも、同様とする。


２　行為者を教唆した者及び幇助した者は、共同行為者とみなして、前項の規定を適用する。











特許法には間接侵害の規定が存在する（101条）が形式的には民法の共同不法行為（719条2項）にも該当する可能性があるように思われる。








＜要件＞


原告は①回復不能の損害を被っていること


②金銭賠償のような、コモン・ロー上可能な救済が当該損害の救済として適当でないこと


③原告被告間の負担の均衡を考慮してエクイティ上の救済が正当であると考えられること


④終局提起差止めが公共の利益を害することがないこと、を立証しなければならない





監督者責任の法理（従業員または代理人が雇用または委任の範囲内で行った違法行為に対して使用人または本人に責任を課す法理）から発展した


直接侵害が成立する場合に


侵害行為を監督する権限と能力を有し


侵害行為に対して直接の経済的利益を有するものに認められる。





救済方法：損害賠償・差止め











直接侵害が成立する場合に


侵害行為について認識を持ちながら


③他者の侵害行為についてこれを誘引し、生じさせ、またはこれに重大な寄与を行う、者に認められる


寄与侵害についても損害賠償のほか差止めによる救済も認められている。








代位侵害





寄与侵害





直接侵害





差止請求





＜アメリカ＞





民法７０９条、７１９条


損害賠償請求





不法行為





コモン・ロー


（損害賠償請求）





※コモン・ローの救済が不十分の時に認められる！！





②エクイティ


（差止請求）





＜日本＞





物権に代表される排他権





不法行為





ドイツ著作権法


９７条１項１文　「著作権またはこの法律によって保護を受けるそのほかの権利を違法に害するものに対して被害者は侵害の排除(Beseitigung)を、反復の恐れがあるときは停止(Unterlassung)を、加害者に故意または過失があるときは損害賠償をも請求することが出来る　　　　　　(１９６５年改正)





著作権法に規定される絶対権侵害





・停止請求


・排除請求　(97条)





損害賠償請求(97条)





故意・過失が…？





ない





ある





ＰＯＩＮＴ！！《外国法のまとめ》


ドイツ：物権と同様に考える


フランス：著作権＝所有権と考える


アメリカ：侵害行為を類型化して侵害の有無を判断する


　⇒「侵害行為」を厳格に解釈するのではなくて、柔軟に解釈することで、


間接侵害を侵害行為に含めている！！








おさらい☆


民法の原則：金銭賠償の原則


差し止めは①物権的権利②人格権③環境権のみに例外的に認められたもの！！
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